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概要：会社等の生産性向上と人事評価は密接に関係し，企業経営に長年携わってきた者として，これまで
様々な人事施策を試みてきた．その中でも筆者が力を入れてきたのは，上長による面談等主観の排除が困
難な「情意評価」を含む賞与査定を，定量的なデータに基づく評価方法で実施する試みである．そこで，
筆者らは査定対象期間内に社員同士が交換するメッセージを利用し，客観性を確保した情意評価の実施方
法を提案する．将来における拡張性等の観点から謝意とその重みを社員間で交換する社内メッセージ交換
システム（tBC）を開発し，2019年 11月から 2021年 11月までの 2年間を，6ヶ月を 1期とする 4期に
わたって社内で運用し，賞与査定への適用可能性を評価した．前半 2期は予備実験として運用上の問題点
等を洗い出し，後半 2期は本実験と位置付けて賞与配分に利用した．その結果，tBCを用いたメッセージ
の記録から情意評価が可能であることと，賞与査定に利用可能であることを確認することができた．
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 Abstract: As a corporate CEO experiences in many years, I have tried a variety of personnel management 
measures. Among them, we have particularly focused on bonus evaluation. Bonus assessment is based on 
“performance evaluation” and “affective evaluation,” but while the former enables objective evaluation 
based on sales and working hours, the latter is based on interviews by supervisors, making it difficult to 
eliminate subjectivity. Therefore, we proposed a method which ensures objectivity by using messages ex-
changed among employees during the entire assessment period. To ensure the privacy, we developed an in-
ternal message exchange system (tBC) for exchanging acknowledgements and their weight among employ-
ees. Two years from November 2019 to November 2021 were operated in-house over four periods of six 
months each, and the applicability to bonus assessment was evaluated. The first two periods were used as 
a preliminary experiment to identify operational problems, and the latter two periods were used as the 
main experiment to assess actual bonus assessments. As a result, we were able to confirm that our pro-
posed method is applicable for the emotional evaluation part of bonus assessment.

 Keywords: personnel evaluation, emotional evaluation, bonus assessment, appreciation maximization prin-
ciple

1.　 はじめに

会社等組織における人事評価の手法 [1], [2]は経営に携
わる者にとって長年の共通テーマである．筆者の一人はこ
れまで会社の生産性向上，社員の仕事に対するモチベー
ション向上，会社に対する満足度向上等実現のため，様々
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な人事施策を試みてきた．その中でも，1年を 2期に分け
て社員を評価し，職歴，職能，役職で決まる「基本部分」，
半年間の収益と成果で決まる「成果評価」および会社への
貢献で決まる「情意評価」に基づいて賞与を配分する賞与
査定に関して，様々な取り組みを行ってきた．
筆者の一人が長年経営に関わっている会社（以後，自社

と呼ぶ）はシステム開発を請け負う IT企業で，プロジェ
クト制を採用している．したがって，「成果評価」部分に
関しては賞与査定期間内におけるプロジェクト単位の売
上・収支とプロジェクト遂行に要した作業時間等客観的な
データに基づいて査定を行い，賞与を配分してきた．一
方，「情意評価」とは業務の枠を超えた社員の会社への貢
献を評価するもので，たとえば全社的なイベント運営への
協力や，自発的に行う勉強会等の開催，協働の自発性によ
る貢献等が該当し，従来は上長による面談等で対応してき
た．
その後客観的な人事評価の導入検討の一環として 360度

評価や多面評価法等 [3], [4]の導入を検討し，2014年に
360度評価の導入実験を実施した．その際に用いた評価項
目は，当時他社で行われていた事例を調査して自社に合っ
た項目を選別し，次の 13項目とし，各項目 6段階での評
価を試みた．管理技術を評価する項目としては 1：コスト
管理，2：品質管理，3：提案力，4：リーダーシップ，5：
マネジメント，6：営業力を用いた．情意評価項目として
は 7：チャレンジ（新技術への挑戦），8：確実性（最後ま
でやりきる），9：提供力（持てる技術を教える），10：規
律性（会社の決まりや上司からの指示を守れたか），11：
責任性（与えられた仕事を最後までやり遂げたか），12：
協調性（組織全体の業績向上にむけて，周囲と協力して業
務を進められたか），13：積極性（与えられた仕事の範囲
を超えて，工夫や提案，自己啓発を行ったか）の 7項目を
用いた．
被評価者の評価は，職能上位者 6名（うち 3名は被評価

者を仕事上良く知る部署の者）と下位の職能者 2名が行っ
た．この結果と被評価者の自己評価結果をもとに被評価者
と上長が面談を行う方式で実施し，4人の被評価者を対象
として実験を実施した．その結果，職能上位者と下位者と
の評価点の差異が大きいほか，被評価者の一面しか知らな
い評価者は点数をつけられないなど，運用上の問題が判明
したため，本方式の全社的導入は断念した．
このように，従来の方式に替わる人事評価方式の導入

は，自社では困難であることが明確となった．特に，いず
れの方法でも面談等を実施する時点での評価しかできてお
らず，査定対象期間全般において，動的に変化する組織の
途中過程における情意等を把握することができないという
問題点がある点と，評価者側の負担が大きい点が問題で
あった [1]．
そこで，筆者らは社員同士が交換するメッセージを情意

評価に利用すれば，査定対象期間全般における客観性を確
保した情意評価が可能なのではないかと考え，新たな情意
評価方法として提案する．社内におけるメッセージ交換
は，従来からメールやビジネス用のチャットシステム，対
面による口頭等で行われているが，本研究では将来におけ
る拡張性等の観点から，社内メッセージ交換システム（以
下 tBCともよぶ）を新たに開発し，2019年から社内での
運用を開始した．本システムは自社を含む関連会社等組織
の活性化に将来応用しようと筆者は考えているため，セ
キュリティやプライバシー等への配慮を検討したうえで
tBCシステムにおける自社特許 [5]を取得した．本稿は，
tBCの社内における賞与査定の情意評価への応用につい
て述べたものである．
情意評価に利用するために社員同士が交換するメッセー
ジの内容としては，仕事に限定せず社員同士で“感謝の気
持ち”を表すための“謝意”と“謝意の重み”とした．
謝意を用いた第一の理由は，マルセルモースが“贈与
論”の中で「貨幣は感謝の気持ちを伝える方法である」と
述べており [6]，社員のモチベーションには“貨幣”とい
う賞与として与えられる有形のものと，“感謝の気持ち”
という無形のものとが関与していると考えるからである．
第二の理由は，“感謝の気持ち”を利潤最大化原理とは
対立する対話原理としてとらえ，ビジネスゲーム「幸せの
おカネを創るワークショップ」の実施を通して，“感謝最
大化原理”と“利潤最大化原理”を参加者は体験できたと
報告されており [7]，謝意と賞与における情意評価とは関
連性が高いと考えるからである．
社内メッセージ交換システム tBCは，社員間で感謝の
気持ちを表す電子的なメッセージである「サンクスカー
ド」を日々取り交わすことができるもので，送信者は“謝
意”に加えて“謝意の重み”と“自由メッセージ”を付与
できる．また，謝意の種類を送信者が表意することができ
るように，6種類のカテゴリー（個人的／プロジェクト
内／プロジェクトの枠を超えて／会社全体／客先を含む／
業界全体を含む）を送信時に選択するようにした．
賞与査定期間全般にわたってこのサンクスカードが社員
間で交換されれば，社員が受信した“謝意の重み”の総計
を基本として賞与の「情意評価」部分が計算可能となる．
更に，従来の賞与配分では面談等による情意評価の割合が
約 10%であったが，“謝意の重み”の総計が従来と同等の
割合となれば，実際の賞与査定で利用可能であることを示
すことができる．ここで述べた本提案方法が賞与査定で利
用可能となるために満たすべき条件を，条件 1～5として
以下に示す．
【条件 1】　 tBCの導入により社員間の謝意メッセージ交

換を把握し可視化できる
【条件 2】　 査定期間全般にわたって tBCが利用される
【条件 3】　 過去の賞与査定の実績と比べて，本方式によ
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る査定結果による配分総額が妥当である
【条件 4】　 本方式による査定結果に従来と同様の個人差

が現れること
【条件 5】　 情意評価として妥当な項目が謝意メッセージ

によって交換された
本稿では，本提案方式および tBCの概要を述べ，2019

年 11月から 2021年 11月までの 2年間を，6ヶ月を 1期
とする 4期にわたって社内で運用した実績をもとに，謝意
の重み 1単位を 100円として社員に周知して実際の賞与査
定で用いた結果を示し，本方式の限界について述べる．
本稿のデジタルプラクティスに対する貢献は次のとおり

である．
 ・  企業の経営現場における課題である人事評価につい

て，賞与査定における「情意評価」を社内メッセージ
交換システム（tBC）の利用に基づく客観的なデータ
で行う方法を提案し，実際の賞与配分に適用して評価
を行ったこと．

 ・  本稿で示された社内メッセージ交換システム（tBC）
は拡張性を考慮して内作したシステムを用いたが，謝
意を交換するための類似機能を持つシステムはほかに
も存在しているため，本研究で得られた知見は様々な
組織における賞与査定等で応用可能であること．

2.　 従来の情意評価方法

会社には規模や業種等に応じて様々な形態が存在する
が，本研究では，社長や各部署のリーダがそれぞれの頂点
として階層的な指揮系統を備えたピラミッド状の構造を有
した会社 [8]における人事評価を対象とする．このような
会社では，社員の状況把握や人事評価を行う方法として，
様々な方法があり，先述したとおり自社においてこれまで
様々な方法を適用してきた．ここでは，自社で実施してき
た人事評価方法と賞与査定方法について述べた後に，人事
評価の定量化に適用可能と考えた組織内における謝意メッ
セージの交換を利用する方法について述べる．

2.1　 自己申告に基づく目標管理と面談等による方法
会社等の組織では，構成員が毎年期初に上司と面談して

自己目標を定め，期中に複数回面談を行い，期末に自己評
価を行った結果を上長と面談する方法が一般的である [9], 

[10]．本方法は，構成員の考えを上長に自己申告すること
から，職責や立場を考慮した考え等を収集するのに大変適
している．しかし，面談の実施者と受ける者との関係や，
面談の実施方法に依存して結果が異なり，公平性の面で課
題がある．
これらの問題を解決するため，近年は能力主義と成果主

義に基づく人事評価のための基本とした 360度評価 [3]や
多面評価法 [4]の導入が期待されている．これらは上司と
部下という 1対 1の評価ではなく，多数の社員からの評価

を用いる方法であり，従来の面談等による方法では困難
だった成果に対する公正な評価の実現には効果的である．
しかし，評価が匿名回答であっても組織規模によっては回
答者の想像がつくため，本音が現れにくいという問題があ
る [3]．
上述したいずれの方法も，自己申告，面談，多面評価，
アンケートの実施時点における評価であり，評価対象期間
全般における評価ではないという問題点があった．また，
数多くの評価属性を管理者が読解する必要があり，管理者
による解釈の差が出やすいという問題もあった．更に，評
価者に対する負荷が多いという問題もあった．

2.2　 賞与査定方法
先述した人事評価結果の会社における報酬の応用先は

「給料」と「賞与」であるが，本研究では「賞与」に着目
し，ここでは賞与査定方法について従来方法を述べる．
賞与査定方法は会社ごとに異なるが，賞与がない会社も
多い．本研究で実験対象とした自社では会社の業績に応じ
て全体の賞与総額が決まり，各社員の配分額は次の式 (1)

に示す計算式で毎年 12月と 6月の 2回計算し支給してき
た．
　賞与 =賞与基本部分+賞与成果評価+賞与情意評価 (1)

ここで，基本部分は職歴，役職，職能で一律に決まる部
分を示し，成果評価の部分は当該社員の仕事の結果に対す
る評価部分で，所属する部署における担当プロジェクトの
収支と，社員の作業時間等によって定量的に決まる部分で
ある．情意評価とは，仕事に対する取り組み姿勢，意欲，
態度を対象とした評価のこと [1]で，自社では従来 2.1に
示したような上長との面談を実施するとともに，1.で述
べたように 360度評価の導入を試みてきたが，客観性確保
と自社での導入可能性が両立する評価方法の確立は困難で
あった．

2.3　 既存の謝意メッセージ交換システムを用いる方法
本研究で提案する社員同士が交換する謝意を情意評価に
利用する方法は，既存のメールやビジネス用のチャットシ
ステムを利用することも可能である．また，市販されてい
る社員間の謝意交換システムを利用することも可能であ
る．たとえば，Uniposは従業員同士が日頃の仕事の成果
や行動に感謝・賞賛するメッセージとともに，ポイントを
送りあうことができるシステム [11]で，THANKS GIFT

は社員の貢献・成果を独自のコインを相互に送りあうシス
テム [12]である．
感謝の気持ちを社員同士で交換するのが目的であれば，
既存のシステムを導入することも可能であるが，自社にお
ける情意評価は先述した 7項目で行うため，既存システム
をそのまま利用することはできないという問題点もあるた
め，tBCシステムを開発した．
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3.　 提案する情意評価方法

本研究は，従来から自社で実施してきた式 (1)に示す賞
与配分における賞与査定のうち，情意評価の方法および情
意評価部分の賞与額計算方法に関するものである．先述し
たとおり，筆者が提案する情意評価方法は，社内メッセー
ジ交換システム（tBC）を社員が利用することを前提と
し，以下に示す手順および制約下で賞与査定期間内にシス
テムを運用する．
1.  社員は日々の業務の一環として tBCを利用し，ほか

の社員に対して感謝の気持ちを表したいときには「謝
意」および「謝意の重み」等をサンクスカードに入力
して送信する．

2.  一定期間内に送信可能な謝意の重みは各社員一律にあ
らかじめ上限が決められており，無制限な謝意の送信
はできないように制限される．また，期間内に送信し
なかった謝意の重みは消滅する．

3.  期末には，tBCに記録された送受信ログから社員ご
とに受信した「謝意の重み」の総計を求め，単価との
積により情意評価部分の賞与額を計算する式 (2)．

 賞与情意評価 =単価×
受信数

n=1
謝意の重み (2)

本手順に基づいて賞与査定を行うことにより，従来は主
観性の排除が困難であった情意評価部分についても客観的
なデータに基づいて賞与査定を行うことが可能となる．
次に，内作した tBCシステムの概要を述べる [13]．tBC

は社員間で交換する「謝意」，「謝意の重み」，「謝意の種類
を示すカテゴリー」および「自由メッセージ」を，「サン
クスカード」の形式にまとめて電子的に送受信してデータ
ベース上に蓄積し，適時データを可視化することができる
システムで，図 1に概要構成図を示す．tBCシステムは
ブロックチェーンを用いた分散台帳管理部分と tBCエン
ジンから構成され，図に示すように複数組織を連携した運
用が可能である．本研究の範囲内では，図中組織 Aシス

テムの部分を用いた．
「サンクスカード」の送受信には身近な PCやスマート
フォン（以下，端末）を用い（図 2），職場内だけではな
くてリモートワーク中には社外等でも送受信することがで
きる．ユーザ DBには tBCを利用する社員のアカウント
情報，謝意 DBには社員間で交換されたサンクスカードの
データが蓄積され，経営者は謝意 DBを分析することに
よって後述する可視化により統計的データを把握すること
ができる．
なお，先述したとおり自社においては tBCを用いた社
内の活性化が目標の 1つであるため，全社員がほかの社員
の「サンクスカード」を閲覧可能とし（図 3），同一組織
内では常時組織全体における謝意の交換状況を把握できる
ようにした．組織の単位は利用者側が任意に構成でき，同
一社内の事業部等や会社を組織単位とすることができる．
また，システム上には社員間の交換状況が蓄積されるた
め，経営者はどの社員間で送受信が行われているか，様々

図 1　tBCのシステム概要構成図
Fig. 1　Overview of tBC system.

図 2　送信者端末上のサンクスカード画面例
Fig. 2　Example of sender’s Thanks Card screen.

図 3　全構成員の相互サンクスカード閲覧例
Fig. 3　Thanks Card viewer of all staff members.
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なグラフ形式で可視化することができる．図 4は期末に
おける可視化の一例で，図中ノードを円で示した全社員が
どの社員とメッセージを交換したかを示すとともに，送受
信数の多い社員が中央に位置するよう表示したものであ
る．
また，図 5には部署ごとに各社員が何人の社員と謝意

メッセージを交換しているかを週単位で示しており，経営
者は部署ごとの週単位での状況変化をこのグラフから把握
することが可能である．

4.　 予備実験

2019年 11月から 2020年 11月まで 6ヶ月を 1期とする
2期にわたり，先述した条件 1と条件 2を確認するため，
自社の 4つの部署に所属する各期間それぞれ 76人と 71人
の社員を対象として tBCの運用実験を行った（表 1）．
【条件 1】　tBCの導入により社員間の謝意メッセージ交
換を把握し可視化できる
【条件 2】　査定期間全般にわたって tBCが利用される
予備実験に際しては，社員 1人が 1期の間に送信可能な
謝意の重みの総量は 100とし，運用方法を試行するため役
職者には追加で重みを配分したほか，一部の社員には途中
で要求があった際に追加配分を行い，重みの配分量につい
ては試行錯誤を行った．なお，各期の途中における運用者

側から社員へのフィードバック等は 2ヵ月に 1度実施し
た．以下実験結果を示しながら各条件について検証する．

tBC利用期間中，送信件数の日時変化を棒グラフにし
たものを図 6に示す．図が示すとおり，期中の送信件数
が少なく，賞与評価期間の終了間際に感謝メッセージが集
中するという特徴を確認できた．
また，総送信数および各社員の平均送信数，週あたりの
平均送信数について表 2に示す．表 2から分かるとおり，
2020年夏について各社員は週に平均 0.93件送付していた．
予備実験により，図 4，図 5や図 6等 tBCを用いた謝意
メッセージの交換が様々な方法で可視化されたことから，
経営者が社員間の謝意メッセージ交換を定量的なデータと
して把握することが可能となり，条件 1を満たすことが確
認された．
一方，条件 2については査定期間の終了間際に送受信が
集中したことから，条件を満たさないことが確認された．
すなわち，期末に面談を行う従来の情意評価と同様に，期
末においてまとめて謝意が送信されるため，情意評価とし
て tBCは利用できないことが予備実験により判明した．
また，2020年冬は 2020年夏よりも一人あたりの送信件数
が減少しており，査定期間全般にわたって tBCが使われ
るようにするための運用上の改善が必要であることが判明
した．

図 4　ネットワーク図
Fig. 4　Thanks Card network links.

図 5　部署ごとの送受信相手数の週単位変化
Fig. 5　Weekly average of the number of connected link.

表 1　予備実験の期間と利用者数
Table 1　Number of users and the period at preliminary experiment.

図 6　送信件数の日ごと変化
Fig. 6　Number of sent messages over time.

表 2　予備実験での送信数
Table 2　Number of sent messages at preliminary experiment.
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5.　 本実験

予備実験において条件 2が満たされなかったのは，tBC

が期中全般にわたって利用されなかった問題点と，2期目
のほうが 1期目よりも利用回数が少なかったという問題点
である．これらの問題点に共通するのは，利用者に対して
連続的かつ継続的な利用を促すことができてなかった点で
ある．
この問題点を解決するためには，たとえばゲームが持つ

2つのチカラである“人の知的好奇心をあおるチカラ”と
“人を夢中にさせるチカラ”について考慮するのが効果的
であると考えられる [14]．そのためには，tBCのシステム
側にゲームが持つ要素を新たな機能として導入する方法
と，システムの運用上の工夫，すなわちゲーミフィケー
ションの導入 [15]により問題を解消する方法とがある．
本研究では，後者の運用上の工夫による問題点の解消を目
指し，以下の 3項を実施した．
1.  予備実験では賞与査定期間全般の 6か月を区切りとし

て運用したが，区切りを 1ヶ月に細分化して次の各事
項を実施した

2.  1ヶ月単位で社員に途中結果を，ランキング等の掲
示，朝礼時における利用状況の報告や利用促進のアナ
ウンス等によりフィードバックする

3.  社員が送付可能な謝意の重みの総量 100単位を，1ヶ
月単位で新たに与える．前月消費しなかった重みはリ
セットする

上述した運用上の問題点を解消し，予備実験と同様に
2010年 11月から 2021年 11月まで 6ヶ月を 1期とする 2

期にわたって本実験を実施した（表 3）．
本実験の実施にあたっては，条件 2と条件 3についての

確認により実際に社内での賞与査定と配分への適用可能性
確認を目標とした．実際の賞与査定として利用するため，
従来賞与の情意評価部分として配分していた賞与の総額維
持を目標とし，毎月社員が送信可能な謝意の重みの総量が
100単位であることと，受信した重み 1単位を賞与査定時
には 100円と換算して配分する旨を社員にあらかじめ周知
した上で実験を行った．なお，謝意の重み 1単位の換算
レートは，従来の賞与配分額から当該期末の賞与の見込み
を予測し，送信可能な謝意の重み総量から計算して決定し
た．

5.1　 運用方法の改善による条件 2の再確認
先述した 3項による運用方法の改善後の送信件数の日時
変化を図 7に示す．
図 7が示すとおり，毎月月末に送信が偏っているもの
の，期末への集中はなくなり月単位で平準化されたことが
分かる．よって，運用方法の改善により条件 2は満たされ
たことが確認された．
また，表 4から分かるとおり，2021年夏について各社
員は週に平均 2.30件，2021年冬については平均 2.63件の
謝意メッセージを送付しており，予備実験時に期がすすむ
につれてメッセージ数が減少した問題点も解消された．
よって，図 7および表 4から，条件 2で示した査定期間
全般にわたった tBCの利用が確認された．

5.2　 【条件 3】過去の賞与査定の実績と比べて，本方式に
よる査定結果による配分総額が妥当である

自社における賞与は従来から式 (1)に示されるように配
分を行っており，賞与情意評価の部分に関して賞与全体にお
ける割合はこれまで約 10%で運用してきた（表 5）．

表 3　本実験の期間と利用者数
Table 3　Number of users and the period at the experiment.

図 7　送信件数の日ごと変化
Fig. 7　Number of sent messages over time.

表 4　本実験での送信数
Table 4　Number of sent messages at the experiment.

表 5　従来の賞与における情意評価部分の割合
Table 5　Ratio of emotional evaluation part in bonus.
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従来の方式に変えて式 (2)に示す計算式で賞与情意評価に
より賞与を計算する本提案方式が妥当であるか否かを確認
するためには，次の 2項を確認する必要がある．
1.  賞与情意評価として配分した割合が従来と同様に賞与全

体の約 10%の配分総額とできるか否か（条件 3）
2.  社員ごとに配分された賞与に，社員の情意評価結果が

反映されたか否か（後述する条件 4）
以下実験結果を示すにあたっては，部署ごとにわけて示

すため，まず表 6に本実験を実施した際の自社における
部署ごとの社員数を示す．
本実験では毎月送信可能な謝意の重みの上限を 100とし
て運用したことは先述したとおりであり，各部署からは毎
月最大部署構成人数を 100倍した総量を発信することが可
能である．表 7には部署ごとに送信した謝意の重み総量，
表 8には受信した重みの総量を示す．
ここで，本実験期間および一部予備実験期間中における

各部署の特徴を，謝意メッセージの送受信状況も含めて述
べる．
1.  No.1部：長期間継続した客先の仕事をしている．中

堅技術者が多く安定している．2021夏以降は在宅勤
務に慣れ，部内での謝意メッセージ送受信は多く，売
上と収支ともに良い．

2.  No.2部：客先での常駐勤務で，コロナ禍以降は在宅
勤務も併用しつつ，基本は同じ勤務形態であった．若
手が多いことも特徴である．2021夏より謝意メッ
セージ数が増大，売上と収支が顕著に増大．特に同一
部署内での謝意メッセージ数が増大した．

3.  No.3部：客先での常駐勤務を行っていた，コロナ禍
以降は在宅勤務となった．部内でのまとまりは良く．
他部署との関わりは少ない．売上と収支ともに安定し
ている．

4.  No.4部：元々は本社勤務と客先常駐，コロナ禍以降
本社勤務者は在宅勤務となった．外部の新しい協力メ
ンバーが多い，謝意メッセージの交換は少なかったが
増加傾向である．今後の収支が期待できる．
特徴的な結果を示しているのは表 8に下線を付与した

No.2部で，受信した重みのほうが送信した重みよりも多
く，他部署の社員から受信した謝意が多いことが分かる．

No.2部は他部署からの受信が多い理由を考察する．
No.2部には全社向けのイベントである毎週月曜日に約 1

時間実施する全員ミーティングの運営等に関わった入社 2

年目以内の若手社員が 6名で，これは部員の 30%であり，
No.1部の 0%，No.3部の 8%および No.4部の 23%と比べ
て多い．よって，全社向けイベントへの関与者が多かった
結果，他部署社員からの謝意メッセージ受信が多かったの
ではないかと考えられる．若手社員に対する教育の一環と
して，従来から入社後 3年間は社内イベントの責任者を経
験させて将来プロジェクトの責任者になるための準備とし
てきたが，謝意メッセージの受信量で確認することができ
た．
なお，No.2部の若手社員の場合，全員が入社当初から

tBCの予備実験に加わっており，このことは，今後 tBC

の利用が全社員に浸透していくことによって謝意メッセー
ジの交換が更に活性化する可能性を示唆している．
続いて，表 9には本提案方式により式 (2)に示す計算式
により配分した賞与情意評価部分の社員平均額を示す．
ここで，賞与は会社の業績に応じて増減するものである
が，先述したとおり，本実験中の 2期は謝意の重み 1単位
をあらかじめ 100円相当と固定し，社員にもあらかじめ周
知して配分した．各期の賞与総額中賞与情意評価部分の占め
る割合を算出するため，予備実験中の 1期目である 2020

夏の賞与総額を 1.0とし，2021夏と 2021冬について 2020

夏の賞与との比で正規化し，賞与の総額と賞与情意評価部分
の割合を示したのが表 10である．
表 10に示したとおり，全社員に対する賞与配分におけ

る情意評価部分が，本実験の 1 期目（2021 年夏）は
11.0%，2期目（2021年冬）は 8.0%となった．この配分
結果は従来の約 10%と同等であることが分かり，条件 3

表 6　部署構成人数
Table 6　Number of employee who belong to subsections.

表 7　部署ごとに社員が送信した謝意の重み総量
Table 7　Total amount of sent thanks weight.

表 8　部署ごとに社員が受信した謝意の重み総量
Table 8　Total amount of received thanks weight.

表 9　部署ごとの社員の平均賞与情意評価額平均（単位：円）
Table 9　 Average bonus received by person based on this system 

(Unit: JP￥).
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で示した過去の賞与査定の実績と比べて総額として妥当な
配分ができたことが確認できた．

5.3　 【条件 4】本方式による査定結果に従来と同様の個人
差が現れること

賞与の情意評価部分は，当社では従来から先述した 7項
目の査定結果に基づいて賞与が反映され，個人ごとに異な
る額が配分されるものである．よって，前節で示した総額
の範囲内で，個人ごとにどのような差で配分されたかを確
認する必要がある．そのために，個人ごとに情意評価部分
が賞与全体に占める割合を求め，会社への在籍年数との関
係が分かるようにグラフ化したのが図 8である．
図中横軸は在籍年数の短い社員が右側となるようにソー

ティングされており，在籍年数が短い社員の方が情意評価
部分の比率が高いことが分かる．この結果は，成果等の実
績で評価されにくい若手についても，謝意メッセージの受
信が多い社員は情意評価の結果が高くなり，仕事に取り組
む姿勢等が評価された結果が賞与に反映されていることを
示している．
また，一部の社員は情意評価部分の割合がゼロであり，

これは感謝メッセージの受信がゼロであることを示してい
る．この結果は，本提案方式だけでは情意評価ができない
限界を示すものであるが，従来の情意評価方法でも同様に
ゼロの社員がいたことから，条件 4で示した従来と同様の
個人差が現れたうえで社員の情意評価を本システムにより
実施できたことが確認できた．
なお，このような社員に対しては従来も中間管理職等に

よる面談時におけるアドバイスで対応してきたが，tBC

の導入後は図 8に示した結果等を基に，当該社員等に対す
る今後の指導方針を中間管理職が検討する際の参考として

利用可能であることが分かった．

5.4　 【条件 5】情意評価として妥当な項目が謝意メッセー
ジによって交換された

情意評価で用いる評価項目は会社ごとに異なるものであ
り，自社では各社での導入例を参考に，先述したとおり
チャレンジ，確実性，提供力，規律性，責任性，協調性，
積極性の 7項目を情意評価として運用してきた．実際にこ
れらの評価項目が謝意メッセージとして交換されたことを
確認するため，謝意メッセージと同時に送信された自由文
を解析した．ここで，「チャレンジ」と「確実性」は「挑
戦度」に含め，「提供力」と「協調性」と「責任性」は
「責任感」に含め，表 11に示す 4項目にまとめて，交換
された自由文の送受信例を示す．
表から分かるとおり，謝意メッセージには日々の業務に
おけるなにげない行動等に対する謝意が交換されており，
情意評価項目との関連性が高いことが確認できる．すなわ
ち，従来は上長等が年に数回面談等でこれらを評価して点
数を付与していたものが，日々の活動の中で行われる謝意
メッセージにより，定量的かつ客観的なデータに基づいて
情意評価が行われたことを確認でき，条件 5は確認され
た．
これらにより，本実験の結果条件 2, 3, 4, 5のすべてが

確認されたため，賞与査定における情意評価として本提案
方式が利用可能であることが確認されるとともに，実際に
賞与配分を行って実業務において安定的に運用可能である
ことが示された．

表 10　賞与の総額変化と賞与情意評価部分の割合
Table 10　 Change of amount of bonus and the ratio of emotional 

evaluation part.

図 8　社員ごとの賞与における情意評価部分の割合
Fig. 8　Ratio of emotional evaluation part in bonus per person.

表 11　謝意メッセージの自由文部分の例
Table 11　Example of free text written in thanks message.
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6.　 考察

前章まで，賞与査定における情意評価を社内メッセージ
交換システム（tBC）を用いて行う方法を提案し，2年間
自社で実運用して賞与配分に適用できることを示した．本
章では，経営者としての経験上感じていた収支と情意評価
の関連性と，tBCシステムの導入による社員の感想をア
ンケートにより定性的評価した結果を考察する．

6.1　 部署単位での謝意メッセージ送受信件数と収支の相
関

経営者としての長年の経験上，「情意評価」の部分に関
する評価結果が高い社員が多い部署は，組織内の風通しも
良く活性化しており，その結果として収支も良いのではな
いかと感じていた．tBCシステムの導入により，この関
係を定量的なデータに基づき示すことができるとともに，
本提案方式により実施した賞与配分の適切性を補強するこ
とが可能となると考えられる．
まず，表 12に本実験の各期における各部署の社員あた

りの平均送信数と平均受信数を示す．
次に，本実験で実施した 1年間 2期における部署の収支
と一人あたりの謝意メッセージ数との相関を求めた結果を
図 9に示す．収支の実データを本稿中で示すことはでき
ないため，各部の収支を正規化したデータを用い，送信数
および受信数との相関を図に示した．図から分かるよう
に，送信数と収支の相関係数は 0.61，受信数と収支は
0.75であり，特に受信数について収支との間で強い相関
性を確認するができた．
よって，先述した経営者としての経験上感じていたこと

は事実であったことが，本実験の結果から考察することが
できた．

6.2　 アンケートによる定性的評価
これまで主観を排除できなかった情意評価部分に，tBC

を使うことによって客観的なデータに基づく自動的な計算
が可能となった点は，経営者として本実験を通して得た経
営および人事評価システム上の大きな成果であった．更
に，毎週社員の謝意メッセージ交換状況を把握できるよう
になったため，経営状況と照らし合わせて適時中間管理職
に対するアドバイスの発出時に利用可能となる等，経営上
の意思決定を支援する新たな手段が得られた点も大きな成

果であった．
一方，tBCの導入による社員の意識変化等を確認する
ため，表 13に示す 5問および自由記述による感想から構
成されるアンケートを，予備実験および本実験における各
期末に 4回実施した．各アンケート項目は 4件法で次のよ
うな回答項目（あてはまらない（1），あまりあてはまらな
い（2），ややあてはまる（3），あてはまる（4））を設定
し，カッコ内に記載した点数を付与して集計した．
表 14には全社員の回答結果を各項目に対する平均値で
示す．結果から分かるとおり，2020夏を起点とすると，
本実験における 2期はいずれも平均点が向上したことが確
認できる．

表 12　部署ごとの各社員平均送信／受信数
Table 12　Number of sent/received messages per employee.

図 9　収支と送信数／受信数の相関
Fig. 9　 Correlations between balance and the number of sent/re-

ceived messages.

表 13　アンケート項目と内容
Table 13　Questionnaire.
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続いて，自由記述による感想の中から，経営者および管
理職社員から得た特徴的なものを次に示す．
 ・  社員間のつながりが見えるようになった
 ・  仕事を頼みやすくなった
 ・  主業務以外の賞与査定が不要となった
同様に，査定を受ける側の社員から得られた感想の一部

を以下に示す．
 ・  自分と関係のない tBC送受信でも，社員の感謝の

メッセージがみられることは良いことだ
 ・  何かをしたときに tBCをもらうと，やった甲斐が

あったと感じられた
 ・  若い人から tBCをもらえると嬉しい
 ・  うれしくなってコメントを見返すことがよくある
 ・  結果や内容を発表等でフィードバックしてくれて良

かった
アンケートの結果等を含めて経営者の視点から総括する

と，tBCの導入は賞与査定に効果的であったばかりでは
なく，若手社員による先輩社員の評価への関わりや，社員
の意識や行動変化等，組織を活性化するうえでの可能性を
感じることができた．社員の意識や行動変化，組織の活性
化と tBCの関係については，今後システムの拡張等と運
用上の工夫を継続的に実施して究明していくことが今後の
課題である．

7.　 おわりに

本稿では，会社等の生産性向上と密接な関係にある人事
評価を，賞与査定の評価指標の 1つである「情意評価」部
分に着目して定量的なデータに基づき客観的に行うための
方法を提案し，2019年から 2年間 4期（前半 2期：予備
実験，後半 2期：本実験）にわたって社内で運用し，本実
験では実際の賞与査定で用いて評価し，本提案による
tBCを用いたシステムが以下の各条件を満たしたことを
予備実験および本実験により確認した結果について述べ
た．
【条件 1】社内メッセージ交換システム（tBC）の導入に
より，社員間の謝意メッセージ交換を把握し可視化できる

tBCは本提案手法を社内で運用するために必須となる
システムで，社員同士が日常的に行う謝意の交換を電子的

に行うことを可能とするものである．ここで，謝意には重
みを付与して送信でき，送信できる重みの総量には上限が
あるものとし，プライバシーに対する配慮と社内での運用
に向けた拡張性を備えるため，内作した．tBCの利用者
である社員はスマートフォンや PCを利用して運用できる
ため導入と運用が容易であるとともに，職場に限らずテレ
ワーク環境等職場外でも利用できるという利点もある．
2019年から 2年間 4期にわたって社内で実運用した予備
実験および本実験の双方において，社員間の謝意メッセー
ジ交換は社員同士のつながりや時間変化との関係等が可視
化され，条件 1は満たされた．
【条件 2】査定期間全般にわたって tBCが利用される
予備実験では，1年間 2期の各査定期間全般にわたって
社員に tBCを利用してもらい，利用状況をメッセージの
送受信数の時間変化で評価したが，2期とも期末に謝意
メッセージが偏って交換された．また，2期目は 1期目よ
りも謝意メッセージ数が減少したことから，tBCは社員
に継続的に利用されなかったことが確認された．
予備実験における問題点として挙がった期末への謝意
メッセージの偏りを解消するため，本実験での 2期では運
用方法を改善した．改善点としては，従来は 1期の評価期
間を 6ヶ月としていたものを，1ヶ月の評価期間を 6回実
施するように変更した．本変更とあわせて，送信可能な謝
意の重みの総量は，毎月新たに付与されるようにし，残っ
た重みは消失するようにした．また，毎月社員に対して途
中結果のフィードバックを謝意メッセージのランキング公
表等を行うとともに，朝礼時に社員に対する働きかけ等を
実施することにより，tBCの利用促進策を導入した．そ
の結果，謝意メッセージが期中全般に平準化して送受信さ
れるとともに，送受信の総量が増大し，条件 2は確認され
た．
【条件 3】過去の賞与査定の実績と比べて，本方式による
査定結果による配分総額が妥当である
自社における賞与は，式 (1)に示されるように配分を
行っているが，賞与情意評価部分に関して従来は主観を排除
できない上長による面談により実施していた．また，賞与
全体における賞与情意評価部分は，概ね 10%で運用してき
た．
従来の方式に変えて，tBCによる定量的なデータに基
づいて式 (2)により賞与を計算して配分する方法を，本実
験で 2期にわたって施行した．
謝意メッセージを送信する社員には送信可能な謝意の重
みの上限が毎月決まっており，本実験においては謝意の重
みを 100円として賞与配分を行った．その結果，全社員に
対する賞与配分における情意評価部分が，本実験の 1期目
（2021 年夏）は 11%，2 期目（2021 年冬）は 8% となっ
た．この配分結果は従来と同等であり，賞与の情意評価部
分の総額として過去の実績と比べてとして妥当であるた

表 14　アンケート結果（項目ごとの平均）
Table 14　Result of questionnaire.
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め，条件 3は確認された．
【条件 4】本方式による査定結果に従来と同様の個人差が
現れること
賞与の情意評価部分の査定を個人ごとにどのような差で

配分されたかを確認した結果，在籍年数が短い社員のほう
が情意評価部分の比率が高いことが分かり，従来と同様の
個人差が情意評価としてなされたことが確認された．
また，本実験の結果一部の社員が受信した感謝の重みが

ゼロであったことも分かり，tBCの導入だけによる方法
による限界を感じた．このような社員の対策としては，上
司が積極的に当該社員に対する全社的イベントへの関与を
働きかけるなどの方策が考えられるが，今後の課題であ
る．
【条件 5】情意評価として妥当な項目が謝意メッセージに
よって交換された
自社において従来から情意評価で用いていた評価項目で

ある 7項目が，tBCにより送受信された謝意メッセージ
の自由文を解析することによりいずれの項目も利用されて
いたため，条件 5は確認された．
更に，部署単位での謝意メッセージ送受信件数と収支に

は相関があることが確認されたことから，tBCは賞与査
定だけに有効であるだけではなく，会社全体の活性度向上
への応用の可能性が示唆された．そのためには，社員の会
社や仕事に対する満足度との関係の解明についても，今後
検討と実践を進めていきたい．加えて，自社以外の規模や
業種等特質の異なる組織においても適用可能であるか否
か，個別に各社と導入実験を行って検証することも今後の
課題である．
また，その次の課題としては，会社という組織を超えた

社会全体を対象とし，謝意の交換により様々な世の中の問
題解決に応用できるよう，本研究の成果を活かしていきた
いと考えている．
謝辞　本研究の実施にあたり，試作システムの開発，運

用および実験に協力していただいた（株）東京技術計算コ
ンサルタントの社員の皆様に深謝の意を表す．
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